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1．会社の概況 

 

① 商号、許可年月日等 

 

商 号 又 は 名 称  フィリップ証券株式会社 

 

代 表 者 名  代表取締役社長  永堀 真 

 

所 在 地  東京都中央区日本橋兜町 4番 2号 

 

電 話 番 号  03-3666-2321（代表） 

 

許 可 年 月 日  平成 30 年 5月 11 日 

 

加 入 協 会 名  日本商品先物取引協会 

日本商品委託者保護基金 

 

会 社 の 沿 革 

 

年    月 沿        革 

 
大正 

 
昭和 

 
〃 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

平成 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 
 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 
 

〃 
 
 

〃 
 

〃 
 
 

平成 
 

〃 
 

9 年

19 年

24 年

38 年

43 年

45 年

57 年

58 年

2 年

2年

10 年

12 年

19 年

20 年

21 年

22 年

23 年

23 年
 
 

〃 

〃 
 

23 年
 

〃 
 

 
9 月 

 
4 月 

 
5 月 

 
3 月 

 
4 月 

 
9 月 

 
9 月 

 
7 月 

 
 9 月 

 
10 月 

 
12 月 

 
9 月 

 
9 月 

 
1 月 

 
 
 

7 月 
 

4 月 
 

1 月 
 
 

3 月 
 

 
〃 

 
4 月 

 
 

5 月 
 

6 月 
 

株式現物店成瀬省一商店創立｡ 
 
成瀬証券株式会社に改組｡ 
 
東京証券取引所設立に伴い取引所正会員となる｡ 
 
会社設立以降数回にわたる増資を経て､資本金 2億 3,000 万円となる｡ 
 
証券取引法の改正により､同法第 28条 1～4号の各免許を取得｡ 
 
創業 50 周年を迎える｡ 
 
資本金を 3億 4,500 万円に増資｡ 
 
資本金を 4億 6,000 万円に増資｡ 
 
創業 70 周年を迎える｡ 
 
資本金を 7億 2,000 万円に増資｡ 
 
改正証券取引法に基づく証券業の登録｡ 
 
創業 80 周年を迎える｡ 
 
金融商品取引法に基づく第 1種金融商品取引業者として登録｡ 
 
付随業務｢他の事業者の譲渡､合併､会社の分割､株式交換若しくは株式移転
に関する相談に応じ､又はこれらに関し仲介を行う業務｣及び｢他の事業者の
経営の相談に応じる業務｣開始｡ 
 
株式会社 TOKYO AIM 取引所の取引参加者となる｡ 
 
株式会社大阪証券取引所のジャスダック取引参加者となる｡ 
 
株式会社大阪証券取引所の先物取引等取引資格及び先物・オプション自社清
算資格を取得｡ 
 
その他業務(届出業務)｢その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせ
ん又は紹介を行う業務｣開始｡ 
 
金融商品取引法第 28 条第 1項第 2号に掲げる業務の登録｡ 
 
Phillip Financials 株式会社と合併し商号をフィリップ証券株式会社に変
更｡ 
 
資本金を 8億円に増資｡ 
 
株式会社 TOKYO AIM 取引所指定アドバイザー(J-Nomad)の認定を受ける｡ 
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〃 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 
 
 

〃 
 

〃 
 
 

〃 
 
 

〃 
 
 

〃 
 

〃 
 
 
 

〃 
 

〃 
 
 

〃 
 

24 年 
 

〃 
 

〃 
 

〃 
 
 
 

〃 
 

〃 
 
 

〃 
 
 

25 年
 
 
 
 

27 年
 
 
 

〃 
 

28 年
 
 

29 年

 
5 月 

 
〃 

 
〃 

 
〃 

 
 
 

7 月 
 

〃 
 
 

〃 
 
 

7 月 
 
 

10 月 
 

6 月 
 
 
 

10 月 
 

11 月 
 
 

3 月 
 

商品先物取引法に基づく商品先物取引業の許可を得る｡ 
 
日本商品先物取引協会加入。 
 
日本商品委託者保護基金加入。 
 
株式会社東京工業品取引所の貴金属市場、石油市場、中京石油市場及びゴム
市場の受託取引資格、並びに同市場に係る株式会社日本商品清算機構の自社
清算資格を取得。 
 
資本金を 9億 5,015 万円に増資｡ 
 
その他業務(届出業務)｢商品先物取引法第2条第21項に規定する商品市場に
おける取引等に係る業務｣開始｡ 
 
株式会社 TOKYO AIM 取引所と東京証券取引所の合併に伴い､TOKYOPRO Market 
の J-Adviser となる｡ 
 
株式会社東京商品取引所の農産物・砂糖市場の受託取引資格、並びに同市場
に係る株式会社日本商品清算機構の自社清算資格を取得。 
 
サイバークォート株式会社(100%出資子会社)を設立｡ 
 
株式会社日本商品清算機構において、株式会社東京商品取引所の貴金属市
場、石油市場、中京石油市場、ゴム市場及び農産物・砂糖市場に係る他社清
算資格を取得。 
 
大阪営業所の開設｡ 
 
オンラインによる日経 225 先物・オプション取引「すばトレ！」のサービス
提供開始。 
 
当社の提供するオンラインサービス「すばトレ！」で、商品先物取引の取扱
い開始。 
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（令和4年7月1日現在）

企画本部 企画部

株主総会
②事業の内容
（1）経営組織

監査役

取締役会 ・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾘｽｸ管理拡充委員会

第二営業部

・システム委員会

代表取締役社長

コンプライアンス本部

コンプライアンス部

監査部

本店第一営業部

本店第二営業部

第一営業部

足利支店

オンライン事業本部

総務課

営業本部 商品業務部 ﾃﾞｨｰﾘﾝｸﾞ課

リサーチ部

ウェルスマネジメント事業部

ウェルスマネジメント大阪営業所

法人営業第一部

法人営業第二部

マルチ-プロダクツ部

広報課

マーケティング部

ICT本部 ITｻｰﾋﾞｽ部

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾌｧｲﾅﾝｽ部

投資銀行本部

決済事務部

事業推進部

引受審査部

財務部

管理本部

人事・総務部
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（2） 事業の内容 
（a）商品先物取引業 

イ.国内商品市場取引に係る業務 

当社は、農林水産大臣及び経済産業大臣から商品先物取引業の許可を得た商品先物取引業

者であり、下記の商品市場の受託会員として、当該商品市場における取引の受託業務を行っ

ております。 

取引所名 当社における取扱商品 

㈱東京商品取引所 
エネルギー ガソリン、灯油、原油、電力 

中京石油 ガソリン、灯油 

 

ロ.外国商品市場に係る業務 

当社は、特定委託者・特定当業者向けに、当社のグループ企業である Phillip Futures Pte 

Ltd 及び Phillip Capital Inc.を取次先とした、外国商品市場における取引の委託の取次ぎ

業務を行っております。 

また、外国商品市場取引を希望される法人顧客に対し、Phillip Futures Pte Ltd を紹介す

る業務を行っております。 

 

ハ.店頭商品デリバティブ業務 

当社は、商品 CFD 取引業務を取り扱っております。 

 

ニ.国内商品市場における取引を行う業務 

該当する業務は行っておりません。 

（b）兼業業務 

イ．第 1種金融商品取引業 

・有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

・有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又

は代理（商品関連市場デリバティブ取引を含みます） 

・取引所金融商品市場における有価証券の売買、市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次

ぎ又は代理並びに外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ

取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

・有価証券の売出し 

・有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

・店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

・有価証券の元引受け（損失の危険の管理の必要性の高いものとして政令で定めるもの以外

のもの） 

・有価証券の引受け 

・有価証券等管理業務 

・商品関連市場デリバティブ取引 

ロ．金融商品取引業に付随する業務 

・有価証券の貸借業務 

・信用取引に付随する金銭の貸付業務 

・保護預り有価証券担保貸付業務 

・有価証券に関する顧客の代理業務 

・受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

・累積投資契約の締結業務 

・他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関する相談に

応じ、又はこれらに関し仲介を行う業務 

・他の事業者の経営の相談に応じる業務 
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・通貨の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理にかかる業務 

ハ．保険業法第 2 条第 26 項に規定する保険募集 

ニ．その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

 

③ 営業所、事務所の状況                   （令和 4年 3月 31 日現在） 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

本  店 
〒103-0026 

東京都中央区日本橋兜町 4番 2号 
03-3666-2321 

本店別館 
〒103-0026 

東京都中央区日本橋兜町 4番 3号兜町ビル 3階 
03-4589-3300 

足利支店 
〒326-0822 

栃木県足利市田中町 32 番地 10 
0284-73-1191 

ウエルスマネジメント

大阪営業所 

〒530-0043 

大阪府大阪市北区天満 1丁目 5番 2号 
06-6357-5500 

 

④ 財務の概要 

決算年月 令和 4年 3月期 

（a）資本金 950,150 千円 

（b）営業収益 1,528,123 千円 

（c）受取手数料 149,751 千円 

（d）トレーディング損益 106,057 千円 

（e）経常損益 156,763 千円 

（f）当期純損益 290,394 千円 

（g）自己資本規制比率 234.1％ 

 

⑤ 発行済株式総数 

発行済株式の総数  1,155,000 株（令和 4年 3月 31 日現在） 

（注）当社の株式は非上場です。 

 

⑥ 上位 10 位までの株主の氏名等                （令和 4年 3月 31 日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

Phillip Brokerage Pte.Ltd 1,155,000株 100.00％ 

合計 １名 1,155,000株 100.00％ 
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⑦ 役員の状況                        （令和 4年 3月 31 日現在） 

役職名 氏名 代表権の有無 常勤・非常勤の別

代表取締役社長 永 堀   真 有 常勤 

取 締 役 和 崎 誠 夫 無 常勤 

取 締 役 大 泉 英 紀 無 常勤 

取 締 役 尾 形 雅 樹 無 常勤 

取 締 役 下 山   均 無 非常勤 

取 締 役 リム ｳｪﾝ ｼﾞｱﾝ ﾘｭｰｸ 無 非常勤 

監 査 役 小 森 道 雄 無 常勤 

     

 

⑧ 役員及び使用人の数                    （令和 4年 3月 31 日現在） 

 
役員 

 
使用人 合計 

 うち非常勤 

総数 7 名 2 名 84 名 91 名 

（うち外務員数） （1名） （0名） （5名） （6名） 

（注）嘱託社員を含み、当社から子会社への出向者（兼務出向を除く）を除いております。 
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2．営業の状況 

 ① 営業の経過及び成果 

ウクライナショックによる原油の高騰などにより、商品先物取引業に係る商品市場取引

の取引高は 1,267 千枚（前年比 61.78％）となり、前年を大きく下回りました。 

商品市場取引のうち、親会社グループの外国先物取引業者である Phillip Nova Pte Ltd

を介した海外顧客からの取引高は 1,226 千枚（前年比 60.69％）で当社取引全体の 96.76％

になります。国内商品先物取引取次業者を介した国内顧客からの取引高 1 千枚（前年比

5.95％）と合わせると当社取引の 96.85％を占めます。 

その結果、当事業年度の国内商品市場取引に係る委託手数料は 1 億 35 百万円（前年比

52.35％）となりました。 

外国商品市場取引では、委託手数料が 10 百万円となりました。 

店頭商品デリバティブ取引については、商品トレーディング損益が 4 百万円（前年比

36.83％）となりました。 

以上の結果、当事業年度の商品先物取引業に係る営業収益は 1 億 50 百万円（前年比

54.29％）であり、当社全体営業収益（15 億 28 百万円）の 9.8％程度となっております。 

 

（1）受取手数料部門 

（a）国内商品市場取引   売 買 高 ： 1,267,466 枚 

      受取手数料 ： 139,030 千円 

（b）外国商品市場取引   売 買 高 ：   70,156 枚 

                   受取手数料 ：  10,720 千円 

    （c）店頭商品デリバティブ取引         該当事項はありません。 

（2）トレーディング部門 

（a）国内商品市場取引   該当事項はありません。 

（b）外国商品市場取引   該当事項はありません。 

（c）店頭商品デリバティブ取引         トレーディング損益：12,340 千円 
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 ② 取引開始基準 

当社は、次のいずれかに該当する方については商品先物取引不適格者とし、取引開始基準を満た

さないものとします。 
・商品先物取引をするために借入れをする方 
・過去に商品先物取引事故を惹起した方、恣意的に紛議を多発した方、その他商品先物取引にお

ける秩序を乱すと思料される方 
・損失が生ずるおそれのある取引を望まない方 
・反社会的勢力と関係を有している方 
・未成年、成年被後見人、被補佐人、被補助人、精神障害、知的障害、認知障害に該当する方 
・生活保護法による保護を受けている世帯に属する方 
・破産者で復権を得ない方 

 
お客様が上記のいずれにも該当せず、以下の要件を満たす場合、口座開設申込および商品先物取

引の開始をすることができます。 
・国内に居住されている方 
・年齢が満 20 歳以上 75 歳未満の方 
・インターネット環境が整っており、取引に支障なくパソコンを利用することができる方 
・会話に支障なく、日本語でのコミュニケーションが可能な方 
・電話および電子メールにより、常時連絡がとれる方 
・証拠金取引等のいわゆるレバレッジ商品の取引経験を半年以上有する方 
・商品取引所の定める受託契約準則および当社の定める各種規程、約款、ルール等に同意いただ

ける方 
・各商品の取引の特徴やリスクを十分理解し、自己の責任と判断において取引できる方 
・取引に必要となる個人情報を正確にご提供できる方 

 
なお、口座開設申込書及び本人確認書類等受入れ後、当社において口座開設審査を行うことにな

ります。審査の結果によっては口座開設のご希望に添えかねる場合がございますので予めご了承く

ださい。 
 

 ③ 顧客数 

  国内商品市場取引  8 名 （令和 4年 3月 31 日現在） 

外国商品市場取引  1 名 （令和 4年 3月 31 日現在） 

店頭商品デリバティブ取引 8 名 （令和 4年 3月 31 日現在） 
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3．経理の状況 

 ① 貸借対照表 

 貸 借 対 照 表  
（令和 4年 3月 31 日現在） 

（単位：千円） 
資  産  の  部 負  債  の  部 

科      目 金  額 科      目 金  額 

流 動 資 産 55,865,398 流 動 負 債 53,782,023 
 現 金 ・ 預 金 4,905,895  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 48,636 
 預 託 金 8,402,387   デリバティブ取引 413 
  顧 客 分 別 金 信 託 6,340,000   デリバティブ取引（FX） 48,222 
  顧客区分管理信託 2,057,578  信 用 取 引 負 債 2,115,617 
  そ の 他 の 預 託 金 4,808   信 用 取 引 借 入 金 1,955,624 
 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 94,676   信用取引貸証券受入 159,992 
  デリバティブ取引 88,200  預 り 金 9,542,768 
  デリバティブ取引（FX） 6,476  受 入 保 証 金 41,055,796 
 約 定 見 返 勘 定 559  受 取 差 金 勘 定 122,984 
 信 用 取 引 資 産 2,693,952  短 期 借 入 金 750,000 
  信 用 取 引 貸 付 金 2,546,555  前 受 収 益 12,204 
  信用取引借証券担保 147,397  未 払 金 78,216 
 立 替 金 26,767  未 払 費 用 7,187 
 短 期 差 入 保 証 金 33,352,418  未 払 消 費 税 等 11,102 
 支 払 差 金 勘 定 5,772,118  未 払 法 人 税 等 37,511 
 前 払 金 18,229    
 前 払 費 用 8,976 固 定 負 債 2,329,320 
 保 管 有 価 証 券 224,851  繰 延 税 金 負 債 2,285,079 
 未 収 入 金 311,192  退 職 給 付 引 当 金 33,240 
 未 収 収 益 79,114  そ の 他 の 固 定 負 債 11,000 
 貸 倒 引 当 金 △25,742 特 別 法 上 の 準 備 金 92,802 
    金融商品取引責任準備金 65,636 
固 定 資 産 10,347,640 商 品 取 引 責 任 準 備 金 27,166 
 有 形 固 定 資 産 171,056    
  建 物 17,705 負  債  合  計 56,204,146 
  器 具 ・ 備 品 19,325    
  土 地 134,024 純  資  産  の  部 

 無 形 固 定 資 産 10,054 科      目 金  額 

  ソ フ ト ウ ェ ア 7,049 株 主 資 本 4,831,269 
  電 話 加 入 権 3,004  資 本 金 950,150 
 投 資 そ の 他 の 資 産 10,166,529  資 本 剰 余 金 1,112,510 
  投 資 有 価 証 券 9,698,011   資 本 準 備 金 577,422 
  関 係 会 社 株 式 5,000   その他資本剰余金 535,088 
  出 資 金 2,109  利 益 剰 余 金 2,768,608 
  長 期 貸 付 金 192,000   利 益 準 備 金 590,000 
  長 期 差 入 保 証 金 268,735   その他利益剰余金 2,178,608 
  長 期 前 払 費 用 673   繰越利益剰余金 2,178,608 
  そ の 他 の 投 資 等 983 評 価 ・ 換 算 差 額 等 5,177,622 
  貸 倒 引 当 金 △983  その他有価証券評価差額 5,177,622 
       
    純 資 産 合 計 10,008,892 

資 産 合 計 66,213,038 負 債 ・ 純 資 産 合 計 66,213,038 
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② 損益計算書 

 

損 益 計 算 書 

（ 
令和 3 年 4 月 １ 日 から

）
令和 4 年 3 月 31 日 まで

                                     （単位：千円） 

科     目 内  訳 金   額 

 営 業 収 益  1,528,123 
   受 入 手 数 料  1,303,832  
  ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  106,057  
  金 融 収 益  118,232  
 金 融 費 用  33,766 
 純 営 業 収 益  1,494,356 
 販 売 費 ・ 一 般 管 理 費  1,568,816 
  取 引 関 係 費  469,375  
  人 件 費  655,521  
  不 動 産 関 係 費  106,660  
  事 務 費  214,464  
  減 価 償 却 費  21,530  
  租 税 公 課  36,492  
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額  25,199  
  そ の 他  39,571  
 営 業 損 失  △74,459 
 営 業 外 収 益   244,369 
 営 業 外 費 用   13,146 

  経 常 利 益  156,763 
 

 特 別 利 益  288,788 
 
 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益  288,788

 特 別 損 失  31,984 
   減 損 損 失  29,186  

  金融商品取引責任準備金繰入

商品先物取引責任準備金繰入

 2,591  

206 
 税 引 前 当 期 純 利 益  413,567 

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  123,172 
 当 期 純 利 益  290,394 
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 ③ 株主資本等変動計算書 

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（ 
令和 3 年 4 月 １ 日 から 

） 
令和 4 年 3 月 31 日 まで 

 
（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他 

利益剰余金

繰越利益 

剰余金 

当 期 首 残 高 950,150 577,422 535,088 1,112,510 590,000 1,888,214

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

 当 期 純 利 益 － － － － － 290,394

 
株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額）
－ － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － 290,394

当 期 末 残 高 950,150 577,422 535,088 1,112,510 590,000 2,178,608

 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

評価・換算差

額等合計 利益剰余金

合計 

当 期 首 残 高 2,478,214 4,540,874 6,024,344 6,024,344 10,565,219 

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

 当 期 純 利 益 290,394 290,394 － － 290,394 

 
株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額）
－ － △846,721 △846,721 △846,721 

事業年度中の変動額合計 290,394 290,394 △846,721 △846,721 △556,327 

当 期 末 残 高 2,768,608 4,831,269 5,177,622 5,177,622 10,008,892 
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 ④ 個別注記表 

  当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成 18 年 2 月 7
日法務省令第 13 号）の規定の他、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52
号）｢有価証券関連業経理の統一に関する規則｣（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規

則）及び「商品先物取引業統一経理基準」（平成 5 年 3 月 3 日付社団法人日本商品取引員協会理事会

決定）に準拠して作成しております。 
 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

   有価証券及びデリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

イ．トレーディング商品に属する有価証券等 

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引については、時価法を採

用しております。 

ロ．トレーディング商品に属さない有価証券等 

その他有価証券 

ａ．時価のあるもの  決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採

用しております。 

ｂ．時価のないもの  移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却方法 

有形固定資産・・・・定額法を採用しております。ただし、平成 19 年 3 月 31 日以前に取

得した有形固定資産については、旧定額法を採用しております。 

無形固定資産・・・・自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用期間（5

年）に基づく定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 退職給付引当金の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額から中小企業退職金

共済制度からの給付相当額を控除した金額を計上しております。 

② 貸倒引当金の計上基準 

債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

については個別の回収可能性を検討のうえ、回収不能見込額を計上しております。 

(4) 特別法上の準備金の計上基準 

① 金融商品取引責任準備金の計上基準 

証券事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第 46 条の 5の規定に基づき、「金

融商品取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより、算出された額を計

上しております。 

② 商品取引責任準備金の計上基準 

    商品事故による損失に備えるため、「商品先物取引法」第 221 条の規定に基づき、 

    「商品先物取引法施行規則」第 111 条に定めるところにより、算出された額を計上 

    しております。 

 

【会計方針の変更に関する注記】  

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）等を当事業年

度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っておりますが、当事業年度の期首の利益剰余金へ与える影響はあり

ません。 

 

 



 

13 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項

及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用しております。なお、この適用による計算書類への影響はありませ

ん。 

 

【会計上の見積りに関する注記】 

当社は、「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 令和 2 年 3

月 31 日）を適用しておりますが、当事業年度における記載事項はありません。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額   245,222 千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権            6,797 千円 

 長期金銭債権   192,000 千円 

   短期金銭債務            3,495 千円 

(3) 担保に供している資産 

（単位：千円） 

担保資産の対象となる債務 担保に供している資産 

科 目 期末残高 土 地 投資有価証券 計 

短期借入金 750,000 130,356 3,912,283 4,042,639

 
金融機関 
借 入 金 

650,000 130,356 457,680 588,036

 
証券金融会社
借 入 金 

100,000 - 3,454,603 3,454,603

信用取引借入金 1,955,624 - - -

計 2,705,624 130,356 3,912,283 4,042,639

  

（注）１．担保に供している資産は、期末帳簿価額によるものであります。 
    ２．上記のほか、信用取引借入金の担保として、顧客より委託保証金の代用として受入

れた質権有価証券を 1,225,970 千円差し入れております｡ 

３．このほかに、一般貸株の担保として投資有価証券を 57,150 千円、会員信認金として

現金を 16,900 千円、取引参加者保証金として現金を 12,200 千円、清算預託金として

現金を 226,247 千円及び投資有価証券を 2,109,859 千円、参加者基金預託金として現

金を 25,000 千円、当初証拠金として現金を 31,693 千円及び投資有価証券を 307,009

千円、清算基金として投資有価証券を 528,609 千円、清算参加者証拠金として投資有

価証券を 8,915 千円、ほふりクリアリングの担保指定証券として投資有価証券を

571,500 千円差し入れております。 

 

(4) 差し入れた有価証券の時価額 

信用取引貸証券                     170,943 千円 

信用取引借入金の本担保証券             1,897,541 千円 
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差入保証金代用有価証券               1,225,970 千円 

その他の担保として差し入れた有価証券        7,495,327 千円 

(5) 差し入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券               2,428,794 千円 

信用取引借証券                      147,525 千円 

受入保証金代用有価証券（再担保提供同意を得たもの）  9,285,831 千円 

(6) 特別法上の準備金 

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次のとおりであります。 

金融商品取引責任準備金 

金融商品取引法第 46 条の 5第 1項 

商品取引責任準備金 

商品先物取引法第 221 条 

 

【損益計算書に関する注記】 

(1) 関係会社との取引高 

営業取引以外の取引による取引高               161,875 千円 

(2) 営業外収益 

   営業外収益は、主に投資有価証券である日本取引所グループからの受取配当金であります。 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式    1,155,000 株 

(2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

(3) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

【税効果会計に関する注記】 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 

減価償却資産 15,806 千円

金融商品取引責任準備金 20,097 千円

商品取引責任準備金 8,318 千円

貸倒引当金 8,183 千円

退職給付引当金 10,178 千円

減損損失 5,018 千円

未払事業税 8,271 千円

その他 1,194 千円

繰延税金資産合計 77,069 千円

評価性引当額 △ 77,069 千円

繰延税金資産合計 － 千円
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繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 2,285,079 千円

繰延税金負債合計 2,285,079 千円

繰延税金負債の純額 2,285,079 千円

 

【金融商品に関する注記】 

  (1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、有価証券の売買、有価証券の売買の媒介、取次ぎ又は代理、有価証券の募集及

び売出しの取扱い等の業務を中核とする第一種金融商品取引業を主たる事業として行って

おります。これらの事業を行うため、当社では主に自己資金によるほか、必要な資金調達

については金融機関からの借入れによっております。 

資金運用については、短期的な預金や貸付金によるほか、顧客の資金運用やリスクヘッジな

どのニーズに対応するための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益を確保するた

めのトレーディング業務等を行っております。 

デリバティブ取引については、各ディーラーごとにマーケットリスク枠及びポジション運用

枠を配分し、運用基準を設定しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に基づき外

部金融機関に信託する顧客分別金信託、顧客の資金運用ニーズに対応するための信用取引

貸付金、自己の計算に基づき保有する商品有価証券や投資有価証券等のほか、顧客の資金

運用に伴い受入れた預り金や受入保証金等があります。 

預金は預入先の信用リスクに、信用取引貸付金は顧客の資金運用ニーズに対応するため

の６ヶ月以内の短期貸付金で顧客の信用リスクに晒されています。 

顧客分別金信託は金融商品取引法により当社の固有の資産と分別され信託銀行に信託さ

れておりますが、その信託財産は信託法により保全されております。 

自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券等であ

り、顧客の資金運用やリスクヘッジなどのニーズに対応するための顧客との取引、及び自

己の計算に基づき会社の利益を確保するための取引等のトレーディング業務のため保有し

ているもの、純投資目的、事業推進目的で保有しているものがあり、これらは各発行体の

信用リスク、金利の変動リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されています。 

デリバティブ取引では、自己の計算に基づき会社の利益を確保するためのトレーディン

グ業務における先物取引及び店頭外国為替証拠金取引を行っておりますが、これは原証券

の市場価格の変動リスクに晒されています。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスクの管理 

信用リスクの管理については、リスク管理規程等の社内規程に則して管理を行ってお

ります。 

当社が保有する預金は、預入先を信用度の高い金融機関を中心に預け入れることを基

本としております。 

信用取引貸付金については、顧客管理に関する規程等の社内規則に基づき、個別与信

先の信用力等に応じて与信限度額等を設定するなどして適正なリスク管理を行う体制と

しております。 

商品有価証券及び投資有価証券については、商品業務部及び決済事務部にて株価の把

握等を適切に行うことで管理しております。 

ロ．市場リスクの管理 

市場リスクについても、リスク管理規程等の社内規程に則して管理を行っており、株

価、外国為替相場等の動向を適切に認識し、リスクの把握を行っております。 
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具体的には、決済事務部において日々の市場リスク相当額を「標準的方式」を用いて

算出を行い、リスク管理部門の責任者である内部管理統括責任者及び経営陣へ報告する

体制により管理しております。 

なお、店頭外国為替証拠金取引は顧客との相対取引であるため、同数量のカバー取引

を行うまでの間、為替変動によるリスクを有しておりますので、顧客との取引に伴う為

替の持高については、適時にカウンターパーティーに対してカバー取引を行うことによ

り為替変動リスクを回避する体制を取っております。 

ハ．流動性リスクの管理 

流動性リスクについては、必要な資金確保に支障をきたすことがないよう、総合事務部

において日々の資金繰りの状況を的確に把握して、手元流動性を維持することで管理を行

っております。 

なお、資金繰りの状況については、財務総務部長より内部管理統括責任者及び経営陣へ

報告が行われる体制となっております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なることもあります。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

令和 4年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等及び出資金は、次表には含めておりません。（(注

2)参照）また、現金・預金、顧客分別金信託、顧客区分管理信託、信用取引資産、短期差入

保証金、支払差金勘定、信用取引負債、預り金、受入保証金、短期借入金、受取差金勘定は、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。な

お、重要性が乏しい金融商品については記載を省略しております。 

 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 
計上額 

時 価 差 額 

投資有価証券    

満期保有目的の債券 1,600,000 1,665,067 65,067 

その他有価証券 8,094,531 8,094,531 － 

資産計 9,694,531 9,759,598 65,067 

 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の 3つのレベルに分類しています。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
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(注 1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

投資有価証券 

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格、債券は割引キャッシュ・フ

ロー法により算定しております。 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

債券はその将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期間及び信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分類してお

ります。 

投資信託については、取引所の最終価格若しくは最終気配値又は基準価額を時価と

しております。ただし、レベルの分類については、時価の算定に関する会計基準の適

用指針第 26 項に従い経過措置を適用し、レベルを付しておりません。 

 

(注 2) 市場価格のない株式等及び出資金 

（単位：千円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式（※１） 3,480 

出資金（※１） 2,109 

関係会社株式（※１） 5,000 

（※）市場価格のない株式等及び出資金は、金融商品の時価情報「投資有価証券」に、

含めておりません。 

（※１）非上場株式及び関係会社株式並びに出資金 

市場価格のない株式等については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第 19 号 令和 2年 3月 31 日）第 5項に基づき、時価開示の対象と

はしておりません。 

 

(注 3) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

区 分 1 年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10 年超 

現金・預金 4,905,895 － － － 

顧客分別金信託 6,340,000 － － － 

顧客区分管理信託 2,057,578 － － － 

信用取引資産 2,693,952 － － － 

合計 15,997,427 － － － 

（※）償還予定額が見込めないものは含めておりません。 

 

 

(注 4) 有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

区 分 1 年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10 年超 

信用取引負債 2,115,617 － － － 

短期借入金 750,000 － － － 

合計 2,865,617 － － － 

（※）返済予定額が見込めないものは含めておりません。 
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(注 5) その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 種類 取得原価 
貸借対照表 
計上額 

差額 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

株式 59,072 7,494,847 7,435,775 

投資信託 572,756 599,684 26,928 

合計 631,828 8,094,531 7,462,702 

 

(注 6) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 種類 時価 
貸借対照表 
計上額 

差額 

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの 

社債 1,665,067 1,600,000 65,067 

合計 1,665,067 1,600,000 65,067 

 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

(1) 子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の
所有割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 期末残高

子会社 
ｻｲﾊﾞｰｸｫｰﾄ 
株式会社 

所有直接 
100％ 

資金の援助
 

経費の立替
 

ｼｽﾃﾑ関連 
業務の委託

 
従業員の 
出向 
 

役員の兼任

資金の貸付 － 
長期 
貸付金 

192,000

経費の立替 － 立替金 2,204

利息の受取 2,361 未収入金 200

商品 
先物取引 

－ 
受入 
保証金 

403

システム 
利用料及び
保守料 

107,790 未払金 3,092

従業員出向料
等 

39,464 未収入金 2,340

不動産費等 3,203 未収入金 542

業務受託収入 9,054 未収収益 1,509
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決 

      定しております。 

(注 2) ｻｲﾊﾞｰｸｫｰﾄ株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済 

        条件は期間 5 年、最終弁済日の返済としております。但し、借主との協議の上、繰上返済する

ことも可能としております。なお、担保は受入れておりません。 

 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 会社等の 
名称 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事
者との関

係 
取引の 
内容 

取引 
金額 科目 期末 

残高 

親会社の

役員及び

近親者が

議決権の

過半数を

有してい

る会社等

の子会社 

ﾌｨﾘｯﾌﾟﾉﾊﾞ 
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾘﾐﾃ
ｯﾄﾞ 

なし 

カバー取
引の相手

先 

保証金の
差入（注）

343,000 
短期差入 
保証金 559,522 

保証金の
返戻（注）

120,000 

先物取引
の相手先

証拠金の
受入（注）

143,022,854 
受入 

保証金 31,145,596
証拠金の
返戻（注）

76,000,000 

手数料の
受入 161,271 未収収益 3,709 

ﾌｨﾘｯﾌﾟｾｷｭﾘﾃ
ｨｰｽﾞﾌﾟﾗｲﾍﾞｰ
ﾄﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

なし 

外国株 
証券取引
の相手先

預託金の
差入（注）

96,518 
預託金 1,192 

預託金の
返戻（注）

42,946 

日本株 
証券取引

の 
相手先 

預り金の
受入（注）

825,000 
預り金 61,967 

預り金の
返戻（注）

960,000 

手数料の
受入 7,231 未収収益 35 

ﾌｨﾘｯﾌﾟｾｷｭﾘﾃ
ｨｰｽﾞ
(HongKong)
ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

なし 

外国株 
証券取引
の相手先

預託金の
差入（注）

－ 
預託金 3,616 

預託金の
返戻（注）

－ 

日本株 
証券取引

の 
相手先 

預り金の
受入（注）

849,990 
預り金 435,680 

預り金の
返戻（注）

305,000 

手数料の
受入 4,213 未収種駅 22 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）未実現損益を加味し、適正な水準の保証金を差し入れています。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

(1) １株当たり純資産額            8,665 円 70 銭 

(2) １株当たり当期純利益            251 円 42 銭 

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。 
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【退職給付に関する注記】 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は退職金規程に基づく退職一時金制度を採用し、退職一時金の一部を中小企業退職金

共済制度から支給する制度であります。退職給付債務の算定については、期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。 

(2) 確定給付制度 

   ① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金               31,133 千円  

退職給付費用                              7,334 千円  

退職給付の支払額                         △3,077 千円  

制度への拠出額                    △2,150 千円  

期末における退職給付引当金               33,240 千円  

 

   ② 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された前払年金資産及び退職給付引当金

の調整表 

積立型制度の退職給付債務                 90,533 千円  

年金資産                                  △57,293 千円  

                                         33,240 千円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     33,240 千円  

退職給付引当金                              33,240 千円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     33,240 千円  

 

③ 退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用                 7,334 千円  

 

【収益認識に関する注記】 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日）を適用

しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

①次の表は、顧客に提供したサービスから得た収益の内訳を表しております。 

（単位：千円） 

委託手数料 751,898 

引受け・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の手数料 
159 

募集・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の取扱手数料 
8,834 

その他の受入手数料 542,940 

1,303,832 

 

② 収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益として主に「委託手数料」、「引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料」、「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」、

「その他の受入手数料」を認識しています。 

「委託手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に基づいて、売買執行サ

ービス等を履行する義務を負っております。当履行義務は、当社が注文を執行する都度充

足されることから、約定時点で収益を認識しております。 

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」においては、有価証券の発

行会社等との契約に基づき、引受け・売出しに係るサービス等を履行する義務を負ってお



 

21 

ります。当履行義務は、引受契約証券に係る引受けの諸条件が決定し、引受ポジションと

して市場リスクが計測できる要件が整った時点で充足されることから、条件決定日等の当

該業務の完了時に収益を認識しております。 

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」においては、有価証券の

引受会社等との契約に基づき、募集・売出しに係るサービス等を履行する義務を負ってお

ります。当履行義務は、募集等の申し込みが完了した時点で充足されることから、募集等

申込日等の当該業務の完了時に収益を認識しております。 

「その他の受入手数料」には、様々なサービスに係る受入手数料が含まれておりますが、

主な受入手数料は「上場支援業務」「商品先物関連手数料」となります。 
「上場支援業務」においては、提案、助言、価格算定又は各種書類作成支援等含むアド

バイザリーサービスを履行する義務を負っております。取引価格は固定報酬だけでなく契

約金、意向表明、上場申請、成功報酬が設定される場合があります。当該手数料において

は、それぞれのサービス提供完了時に収益を認識しております。 
「商品先物関連手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に基づいて、売

買執行サービス等を履行する義務を負っております。当履行義務は、当社が注文を執行す

る都度充足されることから、約定時点で収益を認識しております。 

 

 

【その他】 

計算書類及び附属明細書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

⑤ 監査に関する事項 

会社法第 436 条第 2 項の規定に基づき、計算書類について、Mazars 有限責任監査法人によ

る監査を受けております。 

 

 


